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Ⅰ  事 業 概 要 

 

 本財団は「産業立地の促進、地域産業の振興を通じ、個性と調和に満ちた豊かな地域社会

を実現する。」という理念のもと、深刻化する産業用地不足や人手不足、中小企業の事業承継、

地域経済の低迷等の問題に対応するため、地域の活性化及び持続的な発展に貢献する事業を

実施してきている。 

今年度も引き続き、独立行政法人中小企業基盤整備機構からの助成金を活用して、国内の

企業立地の受け皿となる産業用地整備を促進する中小企業集積活性化支援事業（産業用地整

備促進伴走支援事業）を全国的に展開する等、積極的に産業立地・産業振興に関する事業を

実施した。 

第３期中期経営計画（令和６年度～10年度）の２年度目にあたり、強みを活かした高付加

価値事業実施による収益力強化、業務の効率化、生産性向上を図り、収支改善にも積極的に

取り組んだ。また、各地域のニーズに沿って地域活性化に貢献できる人材を育てるとともに、

職員がいきいきと働くことができるウェルビーイングな職場づくりを進め、信頼される、持

続的成長が可能な組織となるよう努めた。 

 

[１] 産業立地に関する自主事業 

 中小企業集積活性化支援事業（産業用地整備促進伴走支援事業）をはじめ、産業立地・産

業振興、地域中小企業等の振興等に関する調査研究、コンサルティング、情報収集・提供、

普及広報等を、地域で相乗効果を発揮できるよう、地域の実情に合わせて実施した。 

 

１．調査研究事業 

関東地域政策研究センター（運営委員長：大西隆 東京大学名誉教授）において、中堅企

業等の成長投資促進に向けた産業立地推進事業、サービス産業の競争力強化に向けたスポ

ーツ×地域を繋ぐ中間支援組織の広域連携プロジェクト、低未利用地の利活用の促進に関

する調査を実施した。 

 

２．コンサルティング、情報収集・提供事業 

全国の産業用地の情報等を掲載した「産業用地ガイド」の提供、全国の地方公共団体の

優遇措置等の支援内容等に関する情報収集・提供、製造業等約20,000社を対象とした新規

事業所立地計画に関するアンケート調査などを行った。また、それらも活用しながら、企

業立地等に関する各種相談に係るコンサルティングを実施した。 
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３．研修事業 

地方公共団体及び関係機関等の産業立地担当者を対象とした「産業用地整備実務研修会

（基礎編）」「同（応用編）」を開催し、産業立地に関する手法等の実務と事例研究を中心と

した研修（オンデマンドでの配信聴講も可）を実施した。 

また、賛助会員を対象とした「会員向ミニ・セミナー」をオンデマンド配信により開催

し、業界動向や地域産業立地施策等に関する講演を行った。 

 

４．普及広報事業 

話題性の高い特集記事を盛り込んだ機関誌「産業立地」を季刊で発行した（特集テーマ：

「地域の産業を支える人材の確保と育成」、「既存市街地内産業用地の有効活用」、「半導体

産業の大規模立地がもたらす地域経済への効果」、「スマートＩＣを活用した産業振興」）。

各界リーダーとの懇談記事、日刊工業新聞記者による地域産業の現場レポートの連載など、

紙面の充実も図った。 

産業立地政策と手法に関する基礎知識等を取りまとめた「産業立地基礎講座」等の書籍

販売を継続した。 

また、ホームページやメールマガジン、ＳＮＳを活用した広報事業を行い、本財団の事

業活動や企業立地関連の情報を幅広く発信したほか、各種メディアの取材等にも積極的に

対応した。 

 

５．債務保証事業 

各地域のテクノポリス開発機構が企業に行う債務保証に対し、再保証事業を行った。 

 

６．中小企業集積活性化支援事業（産業用地促進伴走支援事業） 

独立行政法人中小企業基盤整備機構からの助成金により造成した基金を活用し、自治体

等の産業団地整備に対する伴走支援、プロジェクトマネジメントや規制対応への助言及び

研修実施、自治体等の産業用地整備状況把握、企業ニーズ等の把握・分析を行い、国内の

企業立地の受け皿となる産業用地整備を促進した。 

具体的には、「相談窓口」を設置して基本的な内容等の個別相談に随時対応したほか、各

地域の検討状況に合わせて事業可能性の評価や助言等の柔軟なサポートを行う「アドバイ

ザリー事業（19件採択）」、産業用地に適した候補地を抽出して望ましい候補地の選定・開

発計画を策定する「適地選定調査（13件採択）」、工業団地を形成する事業協同組合を対象

とした工業団地の機能強化と魅力向上のための改善支援を行う「高度化団地支援工業団地

構造変化等対応支援事業」等の事業を展開した。従来から実施してきた事業の一部（「産業

用地整備実務研修会」「新規事業所立地計画調査」）については、本基金を活用、内容を充

実させて実施した。令和７年６月から経済産業省の工場適地調査を活用して産業用地を探

している企業に適地を紹介する産業用地マッチング事業を開始した。 
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[２] 地域経済振興に関する国、地方公共団体等実施事業への参画 

国や地方公共団体等が実施する事業のうち、本財団の目的に照らして地域経済の発展に資

する調査研究、コンサルティング、情報収集・提供、研修、普及広報事業等に積極的に参画

し、本財団がこれまでに蓄積したノウハウ、スキルを活用して事業に取り組んだ。 

 

１．調査研究プロジェクトの支援 

地域経済の活性化を支援するため、国や地方公共団体等からの委託を受け、地域におけ

る実態調査や産業振興事例に関する調査等を実施した。具体的には、産業用地に係るニー

ズ・適地選定・開発計画策定、農村地域産業導入実施計画の変更計画策定、地域振興関連

調査等を実施した。 

 

２．企業誘致活動の支援 

全国の地方公共団体等からの委託を受け、各地域の工業団地等への立地可能性調査や産

業立地推進員による立地意向等の情報収集活動、東京事務所機能の設置等による企業誘致

サポート事業等を実施した。 

大都市圏を中心とする公的産業用地が少ない地域を対象として、民間産業用地情報を収

集、提供し、企業の国内立地ニーズに対応した。 

 

３．民間産業用地へのマッチング支援 

  大都市圏を中心とする公的産業用地が少ない地域を対象とし、民間産業用地情報を効率

的に収集し、立地相談企業へ情報提供を行い、マッチング事業を行った。 

 

４．研修事業への支援 

  国、地方公共団体等が実施する研修事業に、本財団の専門家を派遣するとともに地域の

研修プログラムの作成に協力した。 

 

５．普及広報事業への支援 

地方自治体等が実施する産業立地の促進のための普及広報に協力した。 
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Ⅱ  実 施 事 業 

 

［１］産業立地に関する自主事業 

 １．調査研究事業 

「関東地域政策研究センター」（運営委員長：大西隆 東京大学名誉教授）で、全国にその

成果を広く活用できるよう政策研究等に取り組んだ。 

 (1) 中堅企業等の成長促進に向けた産業立地推進事業 

  産業用地整備に意欲のある基礎自治体を対象とした「産業立地推進コミュニティ」を立

ち上げ、ネットワーク会議や先進地視察会等を通じた定期的な交流・情報交換を行った。 

 

(2) サービス産業の競争力強化に向けたスポーツ×地域を繋ぐ中間支援組織の広域連携プ

ロジェクト 

企業間連携のオーガナイズ機能を担う中間支援組織のあり方を深掘りするため、座談会

や地域交流会を実施して、その役割や可能性について関係者の理解を深めた。 

 

(3) 低未利用地の利活用の促進に関する調査 

低未利用地を国内投資の受け皿として活用するための課題を整理するとともに、その解

決策を提示して、産業用地不足に直面する自治体の課題解決につなげていくことを目的に

調査した。 

 

 ２．コンサルティング、情報収集・提供事業 

(1) 産業用地の立地条件等の情報提供 

企業の工場、研究所等の立地計画における用地選定の参考とするため、造成または 

計画中の産業用地（469 用地）を収録した「産業用地ガイド」を、立地を希望する企業等

に提供した。 

また、全国の地方公共団体の優遇措置等の支援内容等に関する情報収集・提供を実施

した。 

 

(2) 国内外の立地動向情報の提供 

企業が工場等を新設（増設・移転を含む）するにあたり、規模や時期、地域的指向 

性等を把握し、適地への立地促進を図るための基礎資料を作成することを目的として、

製造業及び物流業を対象とした新規事業所立地計画に関するアンケート調査を約 20,000

社に対して実施し、その調査結果を提供した。 

 また、毎月、各種資料から新規立地の状況を「企業立地の動き」として整理し、賛助
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会員に情報提供するとともに、機関誌「産業立地」に掲載した。 

 

(3) 企業立地等に関する相談・コンサルタント業務 

企業の立地相談及び地方公共団体等の産業用地整備、企業誘致推進等に関し、ホーム

ページの相談窓口での対応も含め、具体的助言、指導及び情報を提供し、産業立地等に

関するコンサルティングを行った。また、本財団の産業立地推進員が企業の立地意向等

に関する情報収集活動を行い、各企業のニーズに合った用地情報を提供した。 

今年度における相談事項は、次のとおりである。 

・工場用地、流通業務用地の紹介 

・地方公共団体の企業誘致相談 

・企業の立地動向等に関する情報提供 

・地域未来投資促進法、農村産業法、工場立地法等の法令に関する相談 

・立地地点の選定に関する相談 

・立地関係資料の紹介 

・適正業種の選定及び配置に関する相談 

・本社等一部機能の移転、サテライトオフィスに関する相談 

 

(4) 企業立地説明会（セミナー）等への協力 

国の機関及び地方公共団体等が主催者として実施した企業立地説明会（セミナー）等

に、後援・協賛団体として支援を行った。今年度の主な協力実績は、次のとおり。 

開催日 開 催 名 称 主 催 者 名 開催地 

7.8 企業立地フェア 2025 (一社)日本経営協会 東京 

7.15-17 施設園芸・植物工場展 2026（GPEC） 日本施設園芸協会 東京 

8.5 愛知県産業立地セミナー2025 IN 大阪 
愛知県、名古屋商工会議所、愛知県産業立地

推進協議会 
大阪 

9.1 福島県企業立地セミナー 福島県、福島県企業誘致推進協議会 東京 

10.15-17 フードファクトリー2025 
(一財)食品産業センター、(公社)日本食品衛生

協会 
東京 

10.15-17 フードディストリビューション 2025 
(一社)日本加工食品卸協会、(一財)食品産業セ

ンター 
東京 

10.21 晴れの国おかやま企業立地セミナー 
岡山県、岡山県企業誘致推進協議会、岡山県

企業立地協議会 
東京 

10.23 やまがた産業立地セミナー in TOKYO  山形県 東京 

11.18 九州企業立地セミナー  東急不動産株式会社 福岡 

11.19 愛知県産業立地セミナー2025 IN 東京 
愛知県、名古屋商工会議所、愛知県産業立地

推進協議会 
東京 

2.10 愛知県産業立地・再投資促進セミナー 愛知県・愛知県産業立地推進協議会 名古屋 

 

(5) 図書及び資料の整備 

地域振興、産業立地及びエネルギー立地に関する内外文献、資料を収集整備すると 
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ともに、それらの電子化を推進した。 

 

３．研修事業 

(1) 産業用地整備実務研修会 

地方公共団体や関係機関、企業等の担当者を対象に、産業立地に関する手法等の実 

務と、事例研究を中心とした研修会を開催した。オンデマンド配信による聴講も可能 

とした。 

①基礎編 

開催日：令和 7年 7月 9日～7月 11日（於：損保会館(東京都千代田区）） 

日 程 研 修 内 容 講  師 

7.9 

産業用地整備のすすめかた① 

（全体像から学ぶ） 
増川 邦弘（本財団 産業立地部 部長） 

産業用地整備にかかる「地域未来投資促進法の

活用」 

伊藤 亮介 氏（経済産業省 経済産業政策局 地域経

済産業政策課 係長） 

7.10 

国内投資の促進に向けた産業立地政策について 
長山 美由貴 氏（経済産業省 経済産業政策局 地域

産業基盤整備課 課長補佐） 

最近の産業立地動向と企業誘致手法 増川 邦弘（本財団 産業立地部 部長） 

農地転用許可制度について 
根岸 泰良 氏（農林水産省 農村振興局 農村政策部 

農村計画課 農地転用班 転用係） 

農村地域への産業の導入の促進等に関する法律

について 

稲生 和久 氏（農林水産省 農村振興局 農村政策部 

農村計画課 土地利用計画班 土地利用調整係長） 

産業用地整備のすすめかた② 

進め方から学ぶ（事業の進め方） 
冨田 博幸（本財団 産業立地部 研究主幹） 

産業用地整備のすすめかた③ 

（関係法令への対応）  
長崎 利幸（本財団 産業立地部 客員研究員） 

土地区画整理事業を活用した産業用地整備 
寺島 伸一 氏（公益財団法人区画整理促進機構 企画

部長） 

7.11 

 

自治体と民間開発事業者の連携による産業用地

開発  

廣田 一博 氏（株式会社ｄ-ネクスト 代表取締役社

長） 

未来法を活用した官民連携の事業者公募及び役

割分担について 

関谷 隆行 氏（長野市 経済産業振興部 企業立地課 

課長） 

産業用地整備の全体の流れと、事業費について 
渡辺 雄一郎 氏（エム・ケー株式会社 取締役副社

長） 

都市再生整備計画事業における産業立地支援に

ついて 

村上 紘平 氏（国土交通省 都市局 市街地整備課 連

携推進係長） 

半導体産業の大規模投資がもたらす企業立地へ

の効果 

甕 秀樹 氏（株式会社産業タイムズ社 事業開発部 

部長、編集局 編集委員） 

 

②応用編 

開催日：令和 7年 11月 4日～11月 5日（於：損保会館(東京都千代田区）) 

日 程 研 修 内 容 講  師 

11.4 

最近の産業立地動向と企業が求める立地先及び

効果的な企業誘致手法 
増川 邦弘（本財団 産業立地部 部長） 

現地の状況に合わせた関係法令の組み合わせ 長崎 利幸（本財団 産業立地部 客員研究員） 

 

11.5 

 

 

 

産業用地整備の造成工事を実施する際の関係法

令の対応（道路、上下水道、排水、公園、環境 ほ

か） 

冨田 博幸（本財団 産業立地部 研究主幹） 

五島 真（本財団 産業立地部 研究主幹） 

ブラウンフィールドの産業用地活用 
落合 昌喜 氏（エコサイクル株式会社 取締役副社

長） 



7 

 

 

 

 

11.5 

地域未来投資促進法の土地利用調整を活用した

産業用地整備の事例 

伊藤 亮介 氏（経済産業省 経済産業政策局 地域経

済産業政策課 係長） 

自治体と民間開発事業者の連携による産業用地

開発 

橋本 賢良 氏（ジオプランナーズ株式会社 代表取締

役社長） 

未来法を活用した産業用地開発（東山田・谷貝地

区） 

山中 英幸 氏（古河市 企画政策部 プロジェクト推

進課 課長）  

未来法を活用した官民連携による産業用地開発 
廣田 一博 氏（株式会社ｄ-ネクスト 代表取締役社

長） 

データセンターの最新動向と地方立地の可能性 増永 直大 氏（日本データセンター協会 事務局長） 

 

(2) 会員向ミニ・セミナー 

本財団の賛助会員を対象として、業界動向や地域産業立地施策等に関するセミナーを

開催した。オンデマンド配信による聴講とした。    

公開日 講 演 内 容 講 師 

5.23 対日投資の動向と JETRO の支援について 
独立行政法人日本貿易振興機構 イノベーション部 

ビジネスデベロップメント課 遠藤 壮一郎 氏 

6.25 我が国のＧＸ政策について 

経済産業省 イノベーション・環境局ＧＸグループ 

脱炭素成長型経済構造移行投資促進課長 西田 光宏 

氏 

10.1 産業振興・地域活性化に生成 AI が与える影響 株式会社 TENHO 取締役 児玉 知也 氏 

1.16 AI・クラウド時代のデータセンター不動産投資 

ジョーンズ ラング ラサール株式会社 キャピタル

マーケット事業部 シニアディレクター、データセン

タービジネス推進室長 浅木 文規 氏 

3.9 
産業用地確保に向けた課題と検討の方向性につ

いて 

経済産業省 経済産業政策局 

地域産業基盤整備課長 猪又 真介 氏 

地域経済産業政策課 企画一係長 鎌谷 喜充 氏 

 

(3) インキュベーション・マネジャー（ＩＭ）養成研修 

   本研修は、インキュベーション・マネジャー（ＩＭ）として活動を志す者を対象と 

して一般社団法人ＪＢＩＡとの共催にて実施した。ＩＭとしての基本能力の習得を目的

として、スクーリング形式及びＯＪＴ形式による研修を行い、ビジネス・インキュ 

ベータの運営方法や地域産業創造戦略、起業者対応実務等に関する基礎知識の習得のた

めの講義・演習、インストラクターによる起業者対応実習等に関する指導等を実施 

した。 

 

４．普及広報事業 

(1) 機関誌「産業立地」の発行 

地域開発や産業立地問題の専門情報誌として機関誌「産業立地」を季刊で発行した。 

2025年 春号 特集：地域の産業を支える人材の確保と育成 

談話室（髙橋一朗 西武信用金庫理事長） 

2025年 夏号 特集：既存市街地内産業用地の有効活用 

談話室（松井孝治 京都市長）  

2025年 秋号 特集：半導体産業への大規模立地がもたらす地域経済への効果 

       談話室（髙垣 廣德 東広島市長） 



8 

 

2026年 冬号 特集：スマート ICを活用した産業振興 

談話室（新春対談 佐々木啓介 経済産業省総括審議官 

（併任）首席地方創生政策統括調整官）  

半導体産業の立地や人材関連の動向等、時宜をとらえた特集を設定するとともに、各

界リーダーとの懇談記事、日刊工業新聞記者による地域産業の現場レポートを連載する

など、紙面の充実を図った。 

 

(2) 書籍の販売 

   「工場立地法解説（第８版）」、「市町村経済を知るーデータ分析 基礎から応用まで」、

「産業立地基礎講座 -産業立地政策と手法について基礎知識を学ぶ-」を販売した。 

 

(3) ホームページ、ＳＮＳ等を活用した広報活動の実施 

  地方公共団体等の賛助会員が主催するイベントや本財団が実施する事業やイベントな

どの情報について、本財団ホームページ等に掲載し、会員サービスの充実を図るととも

に、本財団の事業活動のＰＲを実施した。また、Facebook、Xによる本財団に係る情報発

信を行った。  

 

(4) 会員専用ホームページによる情報提供 

   地方公共団体等の賛助会員に向けた会員サービスとして、「企業立地の動き」、機関 

誌「産業立地」のバックナンバー、ミニ・セミナーの講演動画等を会員専用ホームペ 

ージに掲載、配信した。 

 

(5) 産業立地支援サイト「立地.net」による情報提供 

  企業立地に関連するセミナー情報等を、ホームページ上の「立地.net」に掲載した。 

 

(6) 「産業立地情報メールマガジン」の発行 

  産業立地に関連する最新のトピックスや補助金情報、企業立地関連のイベント情報、

地域の取り組み紹介等、企業立地に役立つ情報を提供するメールマガジン「産業立地情

報メールマガジン」を毎月 2回発行した。 

  

(7) 「イノベネット TIMES」の発行 

 令和５年度で活動を終了した「全国イノベーション推進機関ネットワーク」から引き

継いだ、地域のイノベーション創出に関する施策や取り組み等に関する情報を提供する

メールマガジン「イノベネット TIMES」を毎月 2回発行した。 
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(8) メディアへの対応   

ジャンル 掲載メディア 出版・放送会社 タイトル 対応者 

雑誌 
日経グローカル

（2025.7.21) 
日本経済新聞社 

特集「産業用地整備、民間

と連携も」 

取材 

（産業立地部長 

増川邦弘） 

雑誌 
日経ビジネス 

（2025.8.25） 
日経 BP 特集「ラストベルト再生」 

取材 

（産業立地部長 

増川邦弘） 

新聞 
日刊工業新聞 

（2025.9.26） 
日刊工業新聞社 

「産業立地 新たな産業

政策加速」 

寄稿 

（専務理事  

上野 透） 

新聞 
日刊工業新聞 

（2025.11.10） 
日刊工業新聞社 「産業立地に不足感」 

取材 

（新規事業所に関す

るｱﾝｹｰﾄ調査） 

雑誌 
月刊食品工場長

（2026 年 3 月号） 
日本食糧新聞社 

特集「食品工場の企業立地

の考え方」 

寄稿 

（産業立地部長 

増川邦弘） 

    

 ５．債務保証事業 

   テクノポリス地域内において高度技術の開発等を行う企業に対する借入債務の再保証

事業を行った。 

 

６．中小企業集積活性化支援事業（産業用地整備促進伴走支援事業） 

独立行政法人中小企業基盤整備機構からの助成金により造成した基金を活用し、経済

産業省との連携により、自治体等の産業団地整備に対する伴走支援、プロジェクトマネ

ジメントや規制対応への助言及び研修実施、自治体等の産業用地整備状況把握、企業ニ

ーズ等の把握・分析を行い、国内の企業立地の受け皿となる産業用地整備を促進した。 

 (1) 相談窓口 

アドバイザリー事業に該当しない基本的・個別の相談について、随時、対面、オンラ

イン、電話等により対応した。 

 

(2) 産業用地整備に向けたアドバイザリー事業 

具体的に産業用地整備を目指す自治体等に対し、検討状況に合わせた事業可能性の 

評価や助言等の柔軟なサポートを行った。 

採択件数：１９件 

採択地域 

岩手県 盛岡市 

 花巻市 

秋田県 湯沢市 

山形県 高畠町  

    白鷹町 

栃木県 宇都宮市 

静岡県 牧之原市 

愛知県 豊橋市 

    新城市 

高知県 高知市 

福岡県 直方市 

長崎県 南島原市 
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千葉県 東金市 

新潟県 見附市 

石川県 志賀町 

_長野県 安曇野市 

熊本県 水俣市 

鹿児島県 鹿屋市 

沖縄県 沖縄市 

 

 

(3) 産業用地整備に向けた適地選定調査 

産業用地に適した候補地を 5～10か所抽出し、それぞれに比較検討を行い、最も産業

用地開発および企業立地が望ましい候補地を２か所選定し、開発計画を策定した。 

採択件数：１３件 

採択地域 

北海道 旭川市  

釧路市 

青森県 弘前市 

宮城県 角田市 

秋田県 秋田市 

山形県 鶴岡市 

_千葉県 佐倉市 

新潟県 新潟市 

燕市 

妙高市 

    岐阜県 大垣市 

    兵庫県 小野市 

    長崎県 雲仙市 

 

 

(4) 高度化団地支援工業団地構造変化等対応支援事業 

工業団地を形成する事業協同組合を対象に、工業団地の機能強化と魅力向上のため

に、工業団地の改善支援を行った。 

 

(5) 産業用地整備実務研修会 

自治体等の産業用地整備の促進を目的とした産業用地整備実務研修会を実施した。 

※参照：［１］産業立地に関する自主事業 ３．研修事業 (1) 産業用地整備実務研

修会 

 

(6) 産業用地整備状況調査・企業立地ニーズ調査 

① 産業用地整備状況調査 

全国の自治体等に対し、工場立地法の活用状況や課題について把握・分析する調査を

実施した。 

 

② 企業立地ニーズ調査 

国内の製造業・物流業の計２万社を対象に、事業拠点の新規立地（新設・増設・移転）

を中心とした投資意向、課題等を把握・分析する調査を実施した。 

※参照：［１］産業立地に関する自主事業 ２．コンサルティング、情報収集・提供
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事業 (2) 国内外の立地動向情報の提供 

 

(7) 産業用地マッチング事業 

令和７年６月から、経済産業省が実施する工場適地調査の結果を活用し、産業用地を

探している企業のニーズに応じた産業用地マッチング事業を開始した。企業の幅広い立

地ニーズに沿った適地を提案し、自治体へのアプローチまでをサポートした。 
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［２］地域経済振興に関する国、地方公共団体等実施事業への参画 

１．調査研究プロジェクトの支援 

(1) 産業用地に係るニーズ・適地調査・開発計画策定 

① 平川市企業誘致戦略プラン策定支援・ニーズ調査業務       （青森県平川市） 

○事 業 概 要 

   平川市への企業ニーズを把握するとともに地域特性を踏まえた取組みを包括した企

業誘致戦略を検討した。 

○主な実施内容･項目  

・企業ニーズに関するアンケート調査 

・企業立地戦略プランの作成 

 

② 令和７年度企業誘致サポート事業業務委託          （神奈川県南足柄市） 

  ○事 業 概 要 

「足柄産業集積ビレッジ構想」の実現に向け、企業立地ニーズ等を調査することで、

同地域への企業誘致活動を実施した。 

○主な実施内容･項目 

・企業ニーズに関するアンケート調査及び企業誘致マッチング 

・足柄産業集積ビレッジ構想事業推進協議会等への情報提供及びアドバイス 

 

③ 高浜町産業団地候補地調査業務                 （福井県高浜町） 

○事 業 概 要 

    企業立地の新たな受け皿となる産業団地整備に向けて、優れた条件を有する候補地

を適地選定および新規産業団地の候補地の調査・選定をした。 

○主な実施内容･項目 

・一次候補地の選定 

   ・一次候補地の現地調査および二次候補地の選定 

 

④ 産業用地開発基本計画策定業務                   （滋賀県） 

 ○事 業 概 要 

県内の企業の新規立地の受入れや、県内企業の移転・拡充の受け皿を確保すること

を目的に、新たな産業用地整備の実現に向けた取組を推進するため、候補地３か所を

対象に産業用地開発の基本計画を策定した。 

○主な実施内容･項目  

・企業ニーズに関するアンケート調査 

・産業用地開発の基本計画の策定 
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⑤ 産業用地活用可能性調査業務委託                  （岡山県） 

○事 業 概 要 

    公的産業団地に立地する企業の事業拡大に向けた取組を支援するとともに、新たな

企業の立地を促進するため、産業団地周辺部における産業用地としての活用可能性を

調査した。 

○主な実施内容･項目 

・一次候補地の選定 

・一次候補地の現地調査および二次候補地の選定及び開発計画の検討 

 

⑥ 山口県企業立地適正調査業務（２期）                 （山口県） 

  ○事 業 概 要 

企業誘致の新たな受け皿となる産業団地整備に向けて、産業団地候補地において開

発計画等の検討を行うことにより、県内の産業用地開発を促進する。 

○主な実施内容･項目 

・産業団地候補地現況の整理 

・産業団地開発計画の検討 

  

⑦ 令和７年度産業用地の開発可能性調査支援業務委託       （佐賀県佐賀市） 

○事 業 概 要 

   企業立地の新たな受け皿となる産業用地整備に向けて、産業用地整備を実施する可

能性のある開発事業者の調査を支援した。 

○主な実施内容･項目  

・開発課題整理調査支援 

・産業用地開発可能性の検討 

 

(2) 農村地域産業導入実施計画の策定 

① 村山市農村地域への産業導入実施計画変更業務         （山形県村山市） 

○事 業 概 要 

村山市における農業と産業との均衡ある発展と雇用構造の高度化を目的として、 

農村地域産業導入の実施計画を策定するための資料を作成した。  

○主な実施内容･項目 

・農村地域産業導入実施計画の策定 

・農村地域への産業の導入に関する実施計画の策定に関する説明資料の作成 

 

② 会津若松市農村地域への産業導入実施計画変更業務     （福島県会津若松市） 

○事 業 概 要 
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会津若松市における農業と産業との均衡ある発展と雇用構造の高度化を目的として、

農村地域産業導入の実施計画を策定するための資料を作成した。  

○主な実施内容･項目 

・農村地域産業導入実施計画の策定 

・農村地域への産業の導入に関する実施計画の策定に関する説明資料の作成 

 

③ 令和７年度農村地域産業導入実施計画変更策定（修正）業務   （長野県箕輪町） 

○事 業 概 要 

箕輪町における農業と産業との均衡ある発展と雇用構造の高度化を目的として、 

農村地域産業導入の実施計画を策定するための資料を作成した。  

○主な実施内容･項目 

・農村地域産業導入実施計画の策定 

・農村地域への産業の導入に関する実施計画の策定に関する説明資料の作成 

 

(3) 地域振興関連調査 

① 市内企業サポート及び企業立地促進業務委託         （埼玉県ふじみ野市） 

○事 業 概 要 

    ふじみ野市の既存企業及び新規立地企業を含めた市内企業へのサポートと企業立地

促進を目的として実施した。 

○主な実施内容･項目 

・「ものづくり企業ガイド」の新規ページ作成及び更新 

・「ものづくり企業連携交流会」の実施 

   

② 大田区企業立地・ＳＤＧｓ促進サポート業務委託          （東京都大田区） 

○事 業 概 要  

大田区の産業集積を維持・発展を図るとともに、おおたＳＤＧｓ未来都市おおたを

推進していくことを目的として、区内企業の留置や区外企業の誘致のための企業訪問、

相談業務を実施した。 

○主な実施内容･項目 

・大田区内外企業への立地等に関するヒアリング調査 

・大田区助成金申請受付等に関する業務・ものづくり企業就職合同説明会の実施 

   

③ 公益財団法人むつ小川原地域・産業振興財団プロジェクト支援助成事業のあり方等 

に係る調査研究業務           （公益財団法人むつ小川原地域・産業振興財団） 

○事 業 概 要 

  青森県の地域振興・産業振興の発展に公益財団法人として引き続き寄与するため、
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プロジェクト支援助成事業のより効果的なあり方を検討することを目的として業務

を実施した。 

○主な実施内容･項目 

 ・全国等の地域振興・産業振興支援に係る事例調査 

 ・プロジェクト支援助成事業のより効果的なあり方の素案の検討 

 

２．企業誘致活動の支援 

① 札幌圏企業設備投資動向調査業務                （北海道小樽市） 

○事 業 概 要 

    小樽市の企業誘致活動を効果的に展開するため、札幌圏の企業の設備投資に関する

動向等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・札幌圏企業へのアンケートによる設備投資動向の把握調査 

 

② 令和７年度企業誘致合同アンケート調査業務委託  （当別町企業誘致推進協議会） 

○事 業 概 要 

    当別町の企業誘致活動を効果的に展開するため、産業団地のＰＲを行うとともに、

企業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握調査 

 

③ 企業誘致サポート事業業務委託                 （北海道白老町） 

○事 業 概 要 

    白老町の企業誘致活動を効果的に展開するため、産業団地のＰＲを行うとともに、

企業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・白老町内の産業団地のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

④ 花巻市企業誘致サポート業務委託                 （岩手県花巻市） 

○事 業 概 要 

    花巻市の企業誘致活動の一環として、市内の産業団地のＰＲを行うとともに、企 

業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・花巻市内の産業団地のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 



16 

 

⑤ 南相馬市企業立地サポート事業業務委託            （福島県南相馬市） 

○事 業 概 要 

    南相馬市の企業誘致活動を効果的に展開するため、産業団地のＰＲを行うととも 

に、企業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・南相馬市内の工業用地のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑥ 企業誘致サポート業務委託                     （福島県二本松市） 

○事 業 概 要 

    二本松市の企業誘致活動を効果的に展開するため、産業団地のＰＲを行うとともに、

企業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・二本松市内の産業団地のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑦ 水戸市企業立地ニーズ等調査業務委託             （茨城県水戸市） 

○事 業 概 要 

    水戸市の企業誘致活動を効果的に展開するため、国内企業の立地計画等の情報収集

等を行った。 

○主な実施内容･項目 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑧ 企業誘致サービス支援事業業務委託              （埼玉県秩父市） 

○事 業 概 要 

    秩父市の企業誘致活動を効果的に展開するため、産業用地のＰＲを行うとともに、

国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

・秩父市内の産業用地のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握調査 

 

⑨ 富山市企業誘致活動支援業務委託               （富山県富山市） 

○事 業 概 要 

    富山市の企業誘致活動を効果的に展開するため、学生の意向と国内企業の立地計画

等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 
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 ・アンケートによる県内大学等の学生の就職先等に関する意向調査 

・企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑩ 令和７年度城端 SIC周辺産業用地ニーズ調査業務委託       （富山県南砺市） 

○事 業 概 要 

    南砺市の企業誘致活動を効果的に展開するため、南砺市のＰＲを行うとともに、   

国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

 ・南砺市の観光業等のＰＲ活動 

・企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑪ 令和７年度安曇野市企業誘致に係る調査業務委託        （長野県安曇野市） 

○事 業 概 要 

    安曇野市の企業誘致活動を効果的に展開するため、国内企業の立地計画等の情報収

集を行った。 

○主な実施内容･項目 

 ・企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑫ 橋本市企業立地推進委託業務                 （和歌山県橋本市） 

○事 業 概 要 

    橋本市の企業誘致活動を効果的に展開するため、産業団地のＰＲを行うとともに、

企業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・橋本市内工業用地のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑬ 令和７年度 企業誘致サポート事業合同アンケート調査業務      （島根県） 

○事 業 概 要 

    島根県西部への企業誘致を促進するため「石見臨空ファクトリーパーク」及び「江津

地域拠点工業団地」のＰＲを行うとともに、立地環境等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・「石見臨空ファクトリーパーク」及び「江津地域拠点工業団地」のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑭ 令和７年度 企業誘致サポート事業合同アンケート調査業務   （島根県益田市） 

○事 業 概 要 
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    島根県西部への企業誘致を促進するため「石見臨空ファクトリーパーク」のＰＲを

行うとともに、立地環境等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・「石見臨空ファクトリーパーク」のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑮ 令和７年度 企業誘致サポート事業合同アンケート調査業務   （島根県江津市） 

○事 業 概 要 

    島根県西部への企業誘致を促進するため「江津地域拠点工業団地」のＰＲを行うと

ともに、立地環境等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

   ・「江津地域拠点工業団地」のＰＲ活動 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握及びヒアリング調査 

 

⑯ 企業誘致実践力強化事業業務委託                  （岡山県） 

○事 業 概 要 

岡山県及び市町村で検討を進めている産業用地開発及び企業誘致について、全国自

治体の産業用地開発の取組事例や企業立地ニーズなど既存データを基にした研修を行

い、アドバイスを実施した。 

○主な実施内容･項目  

・岡山県及び市町村担当者向けの研修会の実施 

・自治体訪問によるアドバイザー派遣 

 

⑰ 令和７年度産業用地確保アドバイザー派遣業務委託           （愛媛県） 

○事 業 概 要 

    愛媛県内の市町村の要請に応じて産業用地開発等に関する専門的知識を有する 

アドバイザーを派遣し、県内市町村の産業用地開発および企業誘致における課題の整

理・解決を支援した。 

○主な実施内容･項目 

・産業用地開発及び開発事例等の専門知識を有するアドバイザーの派遣 

 

⑱ 企業誘致アンケート調査業務                  （大分県日出町） 

○事 業 概 要 

    日出町の企業誘致活動を効果的に展開するため、国内企業の立地計画等の情報収集

等を行った。 

○主な実施内容･項目 
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・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握調査 

 

⑲ 企業誘致サポート業務委託                  （鹿児島県鹿屋市） 

○事 業 概 要 

    鹿屋市の企業誘致活動を効果的に展開するため、国内企業の立地計画等の情報収集

等を行った。 

○主な実施内容･項目 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握調査 

 

⑳ 令和７年度合同企業誘致アンケート業務              （民間企業） 

○事 業 概 要 

    A 産業団地への企業誘致活動を効果的に展開するため、産業団地のＰＲを行うとと

もに、企業訪問活動などにより、国内企業の立地計画等の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握調査 

 

㉑ 令和７年度企業誘致アンケート業務                （民間企業） 

○事 業 概 要 

    B 社空き事業所への企業誘致活動を効果的に展開するため、国内企業の立地計画等

の情報収集を行った。 

○主な実施内容･項目 

・合同形式の企業アンケートによる立地意向の把握調査 

 

㉒ Ｃ産業団地周辺意向調査業務                   （民間企業） 

○事 業 概 要 

    Ｃ産業団地における周辺立地動向について、当センターが保有する既存情報および

統計データ等を基に分析した。 

○主な実施内容･項目 

・立地需要の把握 

・産業用地アドバイザリー業務 

 

㉓ Ｄ工業団地企業アンケート調査業務                （民間企業） 

○事 業 概 要 

    Ｄ工業団地を対象とする企業アンケート調査を行い、企業立地需要などを把握、分

析した。 

○主な実施内容･項目 
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・企業アンケート調査 

・立地需要の把握 

・産業用地アドバイザリー業務 

 

㉔ 企業誘致可能性及び適地調査業務                 （民間企業） 

○事 業 概 要 

    Ｅ市の適地選定調査における企業立地可能性調査を行った。 

○主な実施内容･項目 

・産業立地動向及びターゲット業種の整理 

・企業アンケート調査 

 

３．民間産業用地へのマッチング支援 

   大都市圏を中心とする公的産業用地が少ない地域を対象とし、民間産業用地情報を効

率的に収集し、立地相談企業へ情報提供を行い、マッチング事業を行った。 

 

 ４．研修事業への支援 

国、地方公共団体等が実施する研修事業に、本財団の専門家を派遣するとともに地域

の研修プログラムの作成に協力した。今年度の主な派遣実績は、次の通り。 

日程 研修会等名称 主催団体 講演タイトル 講演者 

2025 

4.23 

令和 7 年度市町

村等企業誘致担

当者会議 

新潟県 
全国の動向を踏まえた新潟県の立地

動向および産業団地開発の手法等 
産業立地部長 増川邦弘 

4.25 
令和 7 年度企業

誘致研修会 
青森県 

全国の産業立地動向及び企業誘致の

取り組み 
産業立地部長 増川邦弘 

5.14 

令和 7 年度茨城

県工業団地企業

立地推進協議会

総会 

茨城県 
最近の産業立地動向と企業誘致の取

り組み 
産業立地部長 増川邦弘 

5.16 
企業立地関係職

員研修会  
山形県 

最近の企業立地動向と効果的な企業

誘致活動のポイント 
産業立地部長 増川邦弘 

6.13 

令和 7 年度ひょ

うご・神戸企業

誘致連絡会議  

(公財)ひ

ょうご産

業活性化

センター 

最近の企業立地と産業用地の動向 産業立地部長 増川邦弘 

7.16 
企業立地フェア

2025 

(一社)日

本能率協

会 

企業立地の最新動向とトレンド 産業立地部長 増川邦弘 

9.26 
北陸国際投資交

流促進会議 

北陸国際

投資交流

促進会議 

最近の産業立地の動向および効果的

な企業誘致の取り組み 
産業立地部長 増川邦弘 

10.6 

産業立地と区画

整理講習会（オ

ンデマンド） 

(公財)区

画整理促

進機構 

産業立地と開発用地整備の方向性 

地域未来投資促進法の活用等による

産業立地推進 

参与 高野泰匡 

産業立地部次長 村上康浩 
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10.14 
企業立地専門研

修会 
静岡県 

最近の産業立地動向と企業誘致手法

について 
産業立地部長 増川邦弘 

10.16 

会場開催＆「ラ

イブ（Zoom 生

中継）配信」セ

ミナー 

(株)日本

ナレッジ

センター 

最近の産業立地動向、官民連携によ

る産業用地開発の取組み 

産業立地部長 増川邦弘 

産業立地部次長 村上康浩 

10.31 

令和７年度流通

業務市街地整備

連絡協議会 

流通業務

市街地整

備連絡協

議会 

最新の産業立地の動向、不足する産

業用地の課題 
産業立地部長 増川邦弘 

11.18 

令和 7 年度第 2

回ひょうご経

済・雇用戦略推

進会議  

兵庫県 産業立地の促進に向けて 産業立地部長 増川邦弘 

11.2 
民間事業者研究

会 

(公財)区

画整理促

進機構 

農地のまちづくり、地域未来投資促

進法の活用について 

産業立地部客員研究員      

長崎 利幸 

11.21 
産業立地推進に

係る研修会 

九州経済

産業局 
産業立地の最新の動向等について 産業立地部長 増川邦弘 

11.28 

工業団地整備及

び企業誘致 

に関わる懇談会 

山形県高

畠町 

産業立地の動向および産業用地整備

について 
産業立地部長 増川邦弘 

2026 

1.14 

令和７年度第２

回実務研修会 
佐賀県 

産業用地整備のすすめかた①（全体

像から学ぶ） 

産業用地整備のすすめかた②（事業

の進め方から学ぶ） 

産業立地部長 増川邦弘 

産業立地部研究主幹   

冨田博幸 

2.19 

令和７年度地域

別企業誘致戦略

推進協議会 

岐阜県 
産業用地整備のすすめ方（関係法令

への対応） 

産業立地部客員研究員      

長崎 利幸 

 

５．普及広報事業への支援 

地方自治体等が実施する産業立地の促進のための普及広報に協力した。 

（１）当別町企業誘致 PR 事業            （当別町企業誘致推進協議会） 

○事 業 概 要 

    当センターが運営する各種媒体を活用し、産業用地等の PR を実施した。 

○主な実施内容･項目 

・当センターの HP に産業団地紹介サイトへのリンクを掲載 

・当センターの産業立地情報メールマガジンに広告を掲載 

 

（２）石巻市企業誘致 PR 事業                     （石巻市） 

○事 業 概 要 

    当センターが運営する各種媒体を活用し、産業用地等の PR を実施した。 

○主な実施内容･項目 

・当センターの HP に産業団地紹介サイトへのリンクを掲載 

・当センターの産業立地情報メールマガジンに広告を掲載 
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Ⅲ  報 告 事 項 

 

１. 令和８年３月３１日現在の会長、評議員、理事及び監事     （敬称略・五十音順） 

 

  [会   長]       小 林   健 

 

  [評 議 員] 

河 野  和 世    國 分 健 児 

島 田 敏 次   鈴 木 孝 男 

高 橋 信 行   中 井   裕 

長 尾 尚 人   平 川 暢 教    

 

  [役   員] 

理  事  長   平 井  敏 文 

専 務  理 事   上 野   透 （常 勤） 

執 行 理 事   伊 藤 敦 子 （常 勤） 

理     事   加 藤 正 敏 

    浜 原   敬 

古 瀬 隆 志 

桃 井 謙 祐 

 

監     事   德 増 秀 博 

 

２．令和７年度賛助会員の移動及び会員数 

      令和７年度賛助会員の移動 ： 加入  １３ 会員 

               退会   ８ 会員 

      令和７年度末賛助会員数 

 令和７年度末 

都 道 府 県   ３５ 

市   町   村 １２８ 

事 業 者 団 体  １１ 

独立行政法人・公社   ６ 

金 融 機 関    ４ 

そ の 他 企 業 等 ２２ 

計 ２０６ 
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３．評議員会・理事会 

[1] 令和７年５月８日 第３５回評議員会（臨時） 

第１号議案  評議員の選任について 

第２号議案  理事の選任について 

 [2] 令和７年６月５日 第４６回理事会（通常) 

第１号議案  令和６年度事業報告、決算及び公益目的支出計画実施報告について 

第２号議案  第３６回評議員会（定時）の開催について 

 [3] 令和７年６月２５日 第３６回評議員会（定時） 

第１号議案  令和６年度事業報告、決算及び公益目的支出計画実施報告について 

第２号議案  評議員の選任について 

第３号議案  理事の選任について 

第４号議案  監事の選任について 

[4] 令和７年６月２５日 第４７回理事会(臨時) 

第１号議案  理事長、専務理事及び執行理事の選任について 

[5] 令和７年９月１日 第３７回評議員会（臨時） 

   第１号議案  理事の選任について 

[6] 令和８年１月３０日 第３８回評議員会（臨時) 

第１号議案  理事の選任について 

[7] 令和８年３月５日 第４８回理事会（通常) 

第１号議案  令和８年度事業計画及び予算について 

第２号議案  役員等賠償責任保険の契約更新について 

 

    

以上各議案ともすべて原案どおり承認された。 
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Ⅳ  附 属 明 細 書 

 

令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４

条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので、

作成しない。 

 

 


